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１ 問題の所在
２ 動産売買先取特権の物上代位―学説と判例
３ 裁判例の検討
４ むすびにかえて
１ 問題の所在
(１) はじめに
平成２年27日紳士服卸の B社はイタリアの著名ブランドスーツを同年
９月10日を弁済期とする約定でA社より買い付け、C社に転売した。そ
の直後の７月31日に、Bは手形不渡りを出して支払いを停止した。そこ
で、Aからの強い要請もあり、B・C間において転売契約を合意解除し、
Cに引き渡したスーツをAに返還すること、Bが占有していたスーツを
Aに代物弁済として引き渡すことが約され、当該スーツはそれぞれ引き
渡された。その後、Bは同年８月24日に破産を申し立て、９月４日に破産
宣告がなされ、Dが破産管財人に選任された。DはAに対し、スーツに
よる代物弁済を否認し、価格賠償を求めたのに対し、Aは、本件スーツ
は動産売買先取特権の目的物であって、これを代物弁済に供しても否認権
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の対象とはならないと反論した。いわゆるバブル経済の崩壊目前の時期に
大阪で起きた否認権行使請求
(１)
事件である。本事件の上告審は、破産会社 B
の右代物弁済は破産法72条４号による否認の対象となると判示した（破棄
差し戻し）。
右の例におけるスーツのような動産の売主Aが買主 Bに対する売買代
金支払いを確保するためにはどのような方法があるだろうか。もちろん、
売買契約である限り、目的物を引き渡すまでであれば、売主は、同時履行
の抗弁権や留置権も行使可能であろうが、通常の取引では、売主は契約上
先履行義務を負うから、これらは行使できない。また、動産売買先取特権
は、動産の所有権が買主に移転して初めて問題となるものであり、同様の
機能を有する「所有権留保」とは両立し
(２)
ない。そもそも、動産の売主は、
「代金前払い」や割賦販売における「所有権留保」を取引先に要求するこ
とが難しい立場にあることが多いのである。動産である商品の企業間取引
においては、動産売買先取特権は、事実上、唯一の債権担保手段とされる
ゆえんで
(３)
ある。
そこで、Aは、目的動産を Bが占有していれば、動産売買先取特権
（民法321条）を行使してそれを差し押さえて優先弁済を得ることができる
(１) 本事件の争点は、①転売契約の解除により動産売買先取特権は復活するか、②
転売契約の解除により動産売買先取特権の行使を可能としたことは新たな担保権の
設定にあたるのか、③転売契約の解除により取り戻したスーツを代物弁済に供した
行為は他の債権者を害するか（否認権の成否）とされる（佐藤鉄男「転売買契約を
解除して動産売買先取特権者に代物弁済した行為の否認の可否」法学教室212号128
頁）。右争点の検討自体は各種評釈に譲る（さしあたり、町村泰貴「動産の買主が
転売先から取り戻した動産をもって売主にした代物弁済の否認」ジュリスト1135号
137頁）。本稿のテーマにかかわり、時期的背景や取引された目的物の種類や取引方
法などを含め、興味深い事案である。ちなみに、上告審判決（最一小判平成９年12
月18日民集51巻10号4210頁）のあった平成９年は、大手証券会社や地方銀行の破綻
が起きた年である。
（２) 近江幸治『民法講義Ⅲ担保物権［第２版補訂］』（成文堂、2007年）47頁。
（３) 荒木新五「動産売買先取特権の現状と課題」『（伊藤進先生古稀記念論文集）担
保制度の現代的展開』（日本評論社、2006年）117頁。
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し、目的物が Cに転売されて引渡しがなされれば、動産売買先取特権の
追及効が切断（民法333条）されるが、Aは、目的動産の価値代償物であ
る Bの Cに対する転売代金債権に対して物上代位権を行使することがで
きる（民法304条）。
(２) 動産売買先取特権の意義
そもそも先取特権制度は、法律に定める特別な債権を有する者が、債務
者の一定の財産より優先弁済を受けることのできる法定の担保物権であ
る。他の債権者との関係では、債権者平等の原則が否定されるのは、特に
優先して弁済をうけるべき客観的かつ合理的な理由が存するからとされ
る。その理由とは、公平の見地からであったり、当事者の意思の推測であ
ったり、社会政策的配慮からであったりと債権の種類によって多様であ
る。動産売買先取特権の場合には、もちろん、公平の見地からである。
一般に、公示のない担保物権は第三者（転売代金債権の譲受人が典型であ
ろう）に不測の損害を与える恐れがあるといわれている（もっとも、動産
売買先取特権の事案では、このような「恐れ」があるとするに足りない事情が
存在する場合も多いと思われる。）。ところが、一方においては、国税徴収法
８条ほかの多数の特別法において先取特権の規定が増加しており、社会の
複雑化に伴って、保護されるべき債権が増えているという現代的事情が
(４)
ある。
かつては、公示制度を旨とする近代的担保制度の理念と相容れない旧式
の遅れた制度という理解もあったし、先取特権制度はどれほどの作用を営
むか
(５)
疑問とされたこともあった。
もっとも、不動産に対する抵当権の実行などと比べると、動産売買先取
特権を行使して優先弁済を受けることは、実務上容易ではなかったという
（４) 角紀代恵「先取特権の現代的意義」『ジュリスト増刊民法の争点』（有斐閣、
2007年）135頁。
（５) 我妻榮『新訂担保物権法（民法講義Ⅲ）』（岩波書店、1968年）68頁。
動産売買先取特権の物上代位に関する一考察（村田) 563
事情がある。物上代位はともかく、目的動産自体に対する担保権実行が実
際上は殆ど不可能であったからで
(６)
ある。平成15年の民事執行法改正によ
り、債務者（買主）の占有する目的動産に対して、債権者（売主）が動産
競売により優先弁済を受ける途が開か
(７)
れた。
先取特権制度の基盤は、特別の債権を優先させるという政策性にあるこ
とから、本稿で検討する動産売買先取特権についても、先取特権という方
策によって保護を与える必要性（要保護性）が高いかどうかが問題となろ
う。
なお、近年、担保物権制度においても、在庫商品や原材料を担保とする
集合（流動）動産譲渡担保などの非典型担保の重要性が増大しており、例
えば、倉庫内の鋼材等の在庫商品に対して集合動産譲渡担保権の設定がな
されているところに鋼材を搬入した売主と譲渡担保権者との競合を生じる
ことに
(８)
なる。
（６) 平成15年改正前の民事執行法190条によると、動産競売開始の要件は「債権者
が執行官に対し、①動産を提出したとき、又は②『動産の占有者が差押えを承諾す
ることを証する文書』を提出したとき」に限られていた。動産売買先取特権が問題
となる場合では、動産の占有は債権者（売主）から債務者（買主）に移っているか
ら売主が目的動産を提出することなど不可能であるし、買主が右のような文書の提
出にすんなりと応じるとは考えられない（そのような買主なら売買契約の合意解除
によって目的動産の返還に応じるであろうから、そもそも動産売買先取特権の実行
など必要はない）。荒木・前掲論文119頁参照。
(７) 平成15年改正後の動向については、大津剛志「平成一五年改正担保・執行法に
より新設された手続を巡る動向」民事法情報222号33頁参照。もっとも、新設され
た手続の利用は全般に低調との指摘がある。下村眞美「民事執行制度の現状と展
望」法律時報80巻２号（通巻992号）60頁参照。
(８) 最三小判昭和62年11月10日民集41巻８号1559頁は、動産売買先取特権の存在す
る動産が譲渡担保権の目的物である集合物の構成部分となった場合には、特段の事
情のない限り、右譲渡担保権者は民法333条所定の第三取得者に該当するとして、
動産売買先取特権の追及効が切断されるという判断を行った。
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(３) 本稿の課題
動産売買先取特権に基づく物上代位権行使にかかわる事件は、企業倒産
の増大等により、昭和50年頃から裁判例に登場し始
(９)
めた。動産売買先取特
権に基づく物上代位権を行使するためには差押えを要する（民法304条１項
但書）ので、同一条文を準用している抵当権、質権との比較、とりわけ抵
当権との比較が不可欠である。抵当権に基づく物上代位権の行使について
は、バブル経済崩壊後の執行妨害に対処する必要から、判例理論が大きく
変容した。抵当権事案と動産売買先取特権事案とでは、リーディングケー
ス（平成10年
(10)
最判と平成17年
(11)
最判）を素直に読む限り、民法304条１項但書
の「払渡し又は引渡し」前に差押えを要する趣旨について解釈が異なると
いう指摘が
(12)
ある。この問題をどう考えるかについては、学説上も対立があ
るところである。
そもそも、動産の売主Aは、目的動産が買主 Bから転買主 Cに転売さ
れて Cに引渡しがなされた場合、目的動産の価値代償物である Bの Cに
対する転売代金債権に対して物上代位権を行使することができるはずであ
るが、右転売代金債権が Dに譲渡された場合等においては、右債権の帰
属について、判例・学説上対立がある。この問題については、「債権譲渡
があってもなお先取特権による物上代位ができるとすると、公示のない担
保権の効力が余りに強力すぎるとの批判を招く」との
(13)
指摘がある。しか
(９) 動産売買先取特権に関する論議が活発になされるようになったのは1980（昭和
55）年以降であり、それまでは参考文献や裁判例も僅かであった。そのような中
で、NBL191号に発表された「Q＆A 動産売買先取特権の物上代位権行使による
手形の差押の可否」を始めとする今中利昭弁護士の一連の論考が貴重である。関西
法律特許事務所編『今中利昭著作集（下巻）法理論と実務の交錯』（民事法研究会、
1995年）２頁～356頁に、右NBL論文のほか13本の論考が収録されている。
(10) 最二小判平成10年１月30日民集52巻１号１頁。
(11) 最三小判平成17年２月22日民集59巻２号314頁。
(12) 渡部晃「動産売買先取特権に基づく物上代位権の行使と目的債権の譲渡」
『新・裁判実務大系29銀行関係訴訟』（青林書院、2009年）283頁の図１・図２参照。
(13) 内田貴『民法Ⅲ（第３版）債権総論・担保物権』（東京大学出版会、2006年）
動産売買先取特権の物上代位に関する一考察（村田) 565
し、詐害的債権譲渡等によって、動産売買先取特権の担保権の効力が減殺
されてしまう事案も少なからず生じているのも事実であろう。
動産売買先取特権に基づく物上代位権行使の効力をどう考えるかは、そ
もそも、動産売買先取特権の優先弁済的効力の根源は何かということであ
る。それは被担保債権である売主の代金債権と売買目的物である動産との
間の牽連性に求められるはずであり、公示方法はないが、右牽連性の強い
動産売買先取特権の要保護性は極めて高いと思わ
(14)
れる。そして、このこと
は、動産売買先取特権をめぐる紛争の殆どが商人間の
(15)
売買であるという構
造と、実際の裁判例における取引の実態を検討することが手掛かりになる
のではないかと考える。
本稿では、動産売買先取特権の転売代金債権に対する物上代位権行使に
関する判例理論・学説の推移をトレースしたあと、昭和48年以降の54件の
裁判例の検討を行うこととしたい。なお、動産売買先取特権の転売代金債
権に対する物上代位権行使が問題となる場合は、まず殆どは買主が破産し
ているケースである。したがって、検討した裁判例のうち、物上代位権保
全のための処分禁止の仮処分の可否等、多くが手続法等にかかわる問題を
含む。筆者の能力と紙数の限界から、それらの問題の検討は別の機会とし
たい。
２ 動産売買先取特権の物上代位―学説と判例
(１) 立法趣旨等
先取特権の物上代位について規定する民法304条の立法趣旨等の概要を
検討
(16)
する。先取特権及び抵当権の物上代位が中心で
(17)
ある。とりわけ先取特
517頁。
(14) 本稿のこの視点は、川地宏行「動産売買先取特権に基づく物上代位と債権譲渡
の優劣」法政論集227号（2008年）311頁以下に多くを負っている。
(15) 江頭憲治郎『商取引法（第６版）』（弘文堂、2010年）４頁以下。
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権制度は比較法的にみても類似の制度に乏しいとされるから、立法段階等
の議論をトレースする意味はあろう。以下、民法304条１項但書の「払渡
し又は引渡しの前に差押えをしなければならない」という規定の趣旨（以
下、たんに「差押えの趣旨」とする）を中心に検討を行う。
(１) 旧民法制定過程における議論 旧民法債権編133条のもとになっ
たボアソナード氏
(18)
草案では、フランス民法に該当規定を欠くためイタリア
民法典より取り入れたものとさ
(19)
れるが、物上代位の「差押えの趣旨」につ
いては、「弁済前ニ適正ノ方式ニ従ヒ弁済ニ付キ異議ヲ述フルコトヲ要ス」
とする規定を置いた。生熊教授によると、「ボアソナード氏の解説によれ
ば、これは物上代位の目的債権の債務者（第三債務者）を保護するための
もので、第三債務者が債権が物上代位の目的になっていることを知らない
で債務者に弁済したときは、本来第三債務者は物上代位権者に二重に弁済
しなければならないのであるが、これでは第三債務者に気の毒であるの
で、第三債務者が債務者に弁済する前に物上代位権者に第三債務者に対し
て異議を述べさせ、第三債務者が誤って債務者に弁済することがないよう
にさせたものである。その結果、異議が述べられる前に第三債務者が債務
者に債務を弁済したときには、物上代位権者は第三債務者に対し二重の弁
済を求めえないことに
(20)
なる」とされる。なお、旧民法の立法過程では、上
(16) 新田宗吉「物上代位」『民法講座第３巻物権（２）』（有斐閣、1984年）105頁。
生熊長幸「民法三〇四条・三七二条（先取特権・抵当権の物上代位）」『民法典の百
年Ⅱ』（有斐閣、1998年）537頁以下、林良平・甲斐道太郎・西原道雄『注釈民法』
（有斐閣、1965年）89頁～103頁、同104頁～176頁、177頁～224頁参照。本稿は、生
熊長幸・前掲論文に多くを負っている。
(17) 質権の物上代位については、そもそも裁判例が非常に少ない。記名株式の略式
質権の物上代位的効力は利益配当金支払請求権には及ばないとした東京高判昭和56
年３月30日高裁民集34巻１号11頁がある程度である。なお、清原泰司『物上代位の
法理』（民事法研究会、1997年）107頁以下。
(18) 清原・前掲書11頁以下。
(19) 林良平・前掲書97。
(20) 生熊・前掲論文540頁。
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記の「異議」は、二重弁済に陥る危険のある第三債務者の保護がその理由
とされていたことであり、その前提には、先取特権の効力は物上代位の目
的債権に及び、そのことから当然に先取特権者は先取特権の効力が物上代
位の目的債権に及んでいることを公示なしに第三者（第三債務者を含む）
に対抗しうるという考え（「公示不要説」）があったと解すべきで
(21)
ある」と
いう生熊教授の指摘が重要である。
なお、旧民法制定時は、1886年の訴訟法草案691条には、債権に対する
強制執行は「差留」をもってこれをなすという規定がみられ、その後、債
権に対する強制執行は執行裁判所の「差押命令」をもってこれをなすとい
う規定に改められたという経緯がある。そうすると、旧民法の立法過程に
おいて、民事訴訟法の債権執行の手続とのすりあわせが行われたような気
配がみら
(22)
れるとされている。
(２) 民法典制定時における議論 その後、法典調査会で民法典編纂作
業が行われることになるが、1896年３月７日開催の第９回帝国議会衆議院
民法中修正案委員会における審議において、穂積陳重博士は、買主が既に
代金を払い渡してしまったときには、どれだけの金銭がその先取特権の目
的物の代わりであったかが分からなくなってしまうのであり、先取特権の
目的物が金銭などに変じた場合には、その変じたものの境界が分かるとき
に限り先取特権の行使がなしうるものというような説明を行
(23)
った。「差押
えの趣旨」は、目的債権の特定性の維持にあるとして説明を行ったものと
されて
(24)
いる。
(21) 生熊・前掲論文541頁。
(22) 谷口安平「物上代位と差押」『民法学３』（有斐閣、1976年）110頁。
(23) 広中俊雄編『第九帝国議会の民法審議』（有斐閣、1986年）195頁。
(24) 生熊・前掲論文548頁。このほか、梅謙次郎『初版民法要義巻之二物権編（復
刻版）』（有斐閣、1992年）291頁は、「若シ一旦債務者カ債権ノ目的物タル金銭其他
ノ物ヲ受取リタル後尚ホ先取特権者ハ其上ニ先取特権ヲ行フコトヲ得ルモノトセハ
他ノ債権者ハ何ニ由リテ其金銭其他ノ物カ先取特権ノ目的タルヲ知ルコトヲ得ン
ヤ」として、債務者が第三債務者より支払いを受ける前に、先取特権者は差押えを
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(３) 旧民法から民法典制定時までの変遷 ボアソナード氏草案を経て
旧民法制定時には、「差押えの趣旨」について、二重弁済の危険に陥る可
能性のある第三債務者を保護するためのものと理解されており、これに対
して、民法典制定時には、二重弁済に陥る危険のある第三債務者の保護を
理由としては挙げずに、目的債権の特定性の維持のみを挙げており、理由
付けが異なっている。なぜそうなったのかについての議論は今日まで一切
みられなかったとさ
(25)
れる。
この点についての解釈としては、民法典制定の段階でもなお「公示不要
説」が前提になっており、「差押えの趣旨」について、単に異なった観点
から表現したにすぎないという解釈がある一方で、民法典は旧民法と異な
り、担保権者は担保権の効力が物上代位の目的債権に及んでいることを公
示なしには第三者（第三債務者を含む）に対抗しえないという考え（公示必
要説）に立って制定されたという解釈が
(26)
ある。生熊教授は以下のような理
由から後者の解釈を採用されている。すなわち、後者の解釈の理由として
は、第一に、民法典の立法者は差押えの趣旨として第三債務者の保護を挙
げていないこと、第二に、民法典の立法者は、差押えの趣旨として「目的
債権の特定性の維持」を挙げており、債務者の一般債権者との関係である
にせよ、物上代位権者は第三債務者以外の第三者との関係でも公示なしに
は優先弁済権を主張できないという考えを有していたと思われることがあ
るとされて
(27)
いる。このように、民法典は公示必要説に立って制定されたと
みることができるとすれば、その延長に最近までの判例であった「優先権
保全説」（生熊教授のいう「物上代位権保全説」）が位置づけられることにな
ろう。
する必要があると説明しており、同旨であろう。
(25) 生熊・前掲論文551頁。
(26) 生熊・前掲論文552頁。
(27) 生熊・前掲論文553頁。
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(２) 学説
(１) 特定性維持説 民法典の立法者の見解を承継する見解であり、
民法304条１項但書の文言に忠実な立場で
(28)
ある。すなわち、目的債権が第
三者に譲渡ないし転付されても、譲受債権者ないし転付債権者が払渡しを
受けるまでは、なお抵当権者等は目的債権を差押えて物上代位権を行使す
ることができるとする。物上代位権行使のために目的債権の差押えが必要
なのは、第三債務者の弁済により譲受債権者等の一般財産に混入すること
を防ぎ、目的債権の特定性を維持するためであるとする。債権が特定でき
ればよいのだから、差押えは誰が行ってもよいとする。
(２) 優先権保全説 大連判大正12年４月７日民集２巻209頁で採用さ
れた考え方で
(29)
ある。抵当権者等は、目的物の払渡しまたは引渡し前は当然
として（民法304条１項但書）、第三者に目的債権が譲渡ないし転付される
前に、抵当権者等が自ら目的債権を差押えなければ、物上代位により優先
弁済を受けることができないとする見解である。目的債権が譲渡ないし転
付されれば、もはや物上代位権を行使することはできないとする立場であ
る。この見解によれば、「差押え」によって、第三債務者は本来の債権者
に対する弁済等が制限されることになり、「差押え」は実質的には「対抗
要件」の機能を果たすことになる。
(３) 第三債務者保護説 もとは、旧民法制定時に支配的であった見
解であるが、近時は平成10年最判（後述）で採用さ
(30)
れた。差押えの趣旨目
的について、第三債務者は差押え命令の送達を受けるまでは抵当権設定者
に弁済をすれば足り、右弁済による目的債権消滅の効果を抵当権者にも対
抗することができることにして、第三債務者が二重弁済を強いられる危険
(28) 我妻・前掲書60頁、柚木馨＝高木多喜男補訂『担保物権法』（有斐閣、1982年）
281頁他。
(29) 内田・前掲書414頁、生熊長幸『物上代位と収益管理』（有斐閣、2003年）197
頁他。
(30) 清原・前掲書101頁。
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から保護することとする。
(４) 二面説 最一小判昭和59年２月２日にみられる見解。差押えの
機能は、物上代位の目的債権を特定すると同時に優先権を公示して保全す
る意味が
(31)
ある。民法304条条１項但書の「差押え」は一面において代償物
を特定し、他面において優先権を公示する機能も営んでいると
(32)
する。
(３) 判例
判例は、当初、特定性維持説を採用していたとさ
(33)
れるが、大正12年４月
７日の民事連合部判決によって、優先権保全説に立場を変更し、統一し
た。主要判例の概要は以下の通りである。
(１) 大連判大正12年４月７日民集２巻209頁（抵当権・転付命令事案)
抵当権の設定された建物に火災保険が付されていたところ、当該建物が焼
失し、火災保険金請求権について一般債権者が転付命令を得た後に、抵当
権者が物上代位権を行使して同債権を差押えた事案である。本判決は、抵
当権者自身の差押えはその優先権を保全するために不可欠な要件であると
した上で、物上代位による差押え以前に、一般債権者が転付命令を得たと
きには、債務者は差押債権者の債権を弁済したものとみなされ、その限度
において転付債権は差押債権者に移転するから、そのような場合には、転
付命令の効力が生じる前に差押えをしなければ優先権を保全できないと判
示した。
(２) 大判昭和５年９月23日民集９巻918頁（抵当権・土地区画整理補償金債
権譲渡事案）・大判昭和17年３月23日法学11巻1288頁（抵当権・賃料債権譲渡事
案) いずれも、抵当権者は、物上代位の目的債権が譲渡され第三者対
抗要件が具備された後においては、自ら目的債権を差押えて物上代位権を
(31) 近江・前掲書64頁。
(32) 近江・前掲書65頁。
(33) 大判大正４年３月６日民録263頁、大判大正４年６月30日民録1157頁。いずれ
も抵当権事案である。
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行使することはできないと判示した。
(３) 最一小判昭和59年２月２日民集38巻３号431頁（動産売買先取特権・破
産宣告後の物上代位権行使事案) 動産の売主Aが、Bに工作機械を売り
渡し、Bがこれを Cに転売したが、B社が破産宣告を受けて Dが破産管
財人に選任された。その後、転売代金債権の一部につきAから差押転付
命令を受けた C社が債権者不確知を理由に代金を供託したため、A・Dに
おいて右供託金還付請求権の帰属が争われた事案である。民法304条１項
但書が、先取特権者の物上代位権行使の要件として払渡又は引渡前の差押
を要求する趣旨は、債権の特定及び物上代位権の効力の保持にあるから、
一般債権者が債務者に対する債務名義をもって目的債権につき差押命令を
取得したにとどまる場合には、先取特権者が物上代位権を行使することを
妨げられるとすべき理由はなく、これは債務者が破産宣告を受けた場合も
同様であって、先取特権者は、債務者が破産宣告決定を受けた後において
も、物上代位権を行使できるとして、原判決を破棄し、Aの請求を認め
た事例。この問題については下級審の多数がこれを否定していたが、それ
を覆して最高裁として初めて次のような判断を下した。
?民法304条１項但書において、先取特権者が物上代位権を行使するため
には金銭その他の払渡又は引渡前に差押をしなければならないものと規定
されている趣旨は、先取特権者のする右差押によって、第三債務者が金銭
その他の目的物を債務者に払渡し又は引渡すことが禁止され、他方、債務
者が第三債務者から債権を取立て又はこれを第三者に譲渡することを禁止
される結果、物上代位の対象である債権の特定性が保持され、これにより
物上代位権の効力を保全せしめるとともに、他面第三者が不測の損害を被
ることを防止しようとすることにあるから、第三債務者による弁済又は債
務者による債権の第三者への譲渡の場合とは異
(34)
なり、単に一般債権者が債
(34) 傍論である。なお、遠藤賢治『最高裁判所判例解説民事篇昭和59年度』79頁
は、「先取特権者が民法304条１項但書の差押えをする前に、物上代位の目的である
転売代金債権が第三者に譲渡され、又は他の債権者の申立に基づく転付命令によっ
早法87巻３号（2012）572
務者に対する債務名義をもつて目的債権につき差押命令を取得したにとど
まる場合には、これによりもはや先取特権者が物上代位権を行使すること
を妨げられるとすべき理由はないというべきである。そして、債務者が破
産宣告決定を受けた場合においても、その効果の実質的内容は、破産者の
所有財産に対する管理処分権能が剥奪されて破産管財人に帰属せしめられ
るとともに、破産債権者による個別的な権利行使を禁止されることになる
というにとどまり、これにより破産者の財産の所有権が破産財団又は破産
管財人に譲渡されたことになるものではなく、これを前記一般債権者によ
る差押の場合と区別すべき積極的理由はない。したがって、先取特権者
は、債務者が破産宣告決定を受けた後においても、物上代位権を行使する
ことができるものと解するのが相当である。」
(４) 最二小判昭和60年７月19日民集39巻５号1326頁（動産売買先取特権・
一般債権者の差押又は仮差押との優劣事案) 目的債権について一般債権者
が差押又は仮差押の執行をしたにすぎないときは、その後に先取特権者が
目的債権に対し物上代位権を行使することができると判示した事案であ
る。
?民法304条１項但書において、先取特権者が物上代位権を行使するため
には物上代位の対象となる金銭その他の物の払渡又は引渡前に差押をしな
ければならないものと規定されている趣旨は、先取特権者のする右差押に
よって、第三債務者が金銭その他の物を債務者に払い渡し又は引き渡すこ
とを禁止され、他方、債務者が第三債務者から債権を取立て又はこれを第
三者に譲渡することを禁止される結果、物上代位の目的となる債権（以下
「目的債権」という。）の特定性が保持され、これにより、物上代位権の効
力を保全せしめるとともに、他面目的債権の弁済をした第三債務者又は目
的債権を譲り受け若しくは目的債権につき転付命令を得た第三者等が不測
の損害を被ることを防止しようとすることに
(35)
あるから、目的債権について
て債務者の一般財産から逸出した場合にはこれを行使できない」としている。
(35) 傍論であり、昭和59年最判と同旨。
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一般債権者が差押又は仮差押の執行をしたにすぎないときは、その後に先
取特権者が目的債権に対し物上代位権を行使することを妨げられるもので
はないと解すべきである」
(５) 最二小判平成10年１月30日民集52巻１号１頁（平成10年最判、抵当
権・債権譲渡事案) 大正12年連合部判決以降採用していた優先権保全説
から第三債務者保護説に変更したものである。詐害的債権譲渡が執行妨害
目的でなされていたことに対する対応の側面が強い判決であろう。本事案
では、民法304条１項の「払渡又ハ引渡」には債権譲渡は含まれず、抵当
権者は、物上代位の目的債権が譲渡され第三者に対する対抗要件が備えら
れた後においても、自ら目的債権を差し押さえて物上代位権を行使するこ
とができるものと解するのが相当であると判示した。その理由は以下の通
り。
?（一）民法304条１項の「払渡又ハ引渡」という言葉は当然には債権譲
渡を含むものとは解されないし、物上代位の目的債権が譲渡されたことか
ら必然的に抵当権の効力が右目的債権に及ばなくなるものと解すべき理由
もないところ、（二）物上代位の目的債権が譲渡された後に抵当権者が物
上代位権に基づき目的債権の差押えをした場合において、第三債務者は、
差押命令の送達を受ける前に債権譲受人に弁済した債権についてはその消
滅を抵当権者に対抗することができ、弁済をしていない債権についてはこ
れを供託すれば免責されるのであるから、抵当権者に目的債権の譲渡後に
おける物上代位権の行使を認めても第三債務者の利益が害されることとは
ならず、（三）抵当権の効力が物上代位の目的債権についても及ぶことは
抵当権設定登記により公示されているとみることができ、（四）対抗要件
を備えた債権譲渡が物上代位に優先するものと解するならば、抵当権設定
者は、抵当権者からの差押えの前に債権譲渡をすることによって容易に物
上代位権の行使を免れることができるが、このことは抵当権者の利益を不
当に害するものというべきだからである。」を理由とした。さらに、「以上
の理は、物上代位による差押えの時点において債権譲渡に係る目的債権の
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弁済期が到来しているかどうかにかかわりなく、当てはまるものというべ
きである。」
(６) 最三小判平成17年２月22日民集59巻２号314頁（平成17年最判、動産売
買先取特権・債権譲渡事案) ?民法304条１項但書は、先取特権者が物上
代位権を行使するには払渡し又は引渡しの前に差押えをすることを要する
旨を規定しているところ、この規定は、抵当権とは異なり公示方法が存在
しない動産売買の先取特権については、物上代位の目的債権の譲受人等の
第三者の利益を保護する趣旨を含むものというべきである。そうすると、
動産売買の先取特権者は、物上代位の目的債権が譲渡され、第三者に対す
る対抗要件が備えられた後においては、目的債権を差し押さえて物上代位
権を行使することはできないものと解するのが相当である。（中略）
A社は、被上告人が本件転売代金債権を譲り受けて第三者に対する対
抗要件を備えた後に、動産売買の先取特権に基づく物上代位権の行使とし
て、本件転売代金債権を差し押さえたというのであるから、上告人は、被
上告人に対し、本件転売代金債権について支払義務を負うものというべき
である。以上と同旨の原審の判断は正当として是認することができる。所
論引用の判例（最高裁平成９年（オ）第419号同10年１月30日第二小法廷判
決・民集52巻１号１頁、最高裁平成８年（オ）第673号同10年２月10日第三小法
廷判決・裁判集民事187号47頁）は、事案を異にし、本件に適切ではない。」
(４) 小括
判例は、抵当権事案では、債権譲渡と物上代位との競合について、平成
10年最判では第三債務者保護説を採用して対抗要件を具備した債権譲渡よ
りも物上代位権を優先させたが、その後、相殺
(36)
事例や敷金充当
(37)
事例におい
て、物上代位権をそれぞれ劣後するものと判示しており、調整局面に入っ
たとも評することができる。したがって、平成10年最判の見解が、執行妨
(36) 最三小判平成13年３月13日民集55巻２号363頁
(37) 最一小判平成14年３月28日民集56巻３号689頁。
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害ケースでない通常の抵当権事案においても今後維持されるかどうか微妙
と思われる。
これに対して、動産売買先取特権事案としては、昭和59年最判と昭和60
年最判の傍論で、対抗要件を具備した債権譲渡が物上代位に優先するとい
う扱いがされており、平成17年最判もその延長上に位置づけることができ
るので、予想された判決であると評されている。
平成17年最判に対しては、もともと、公示のない担保権である動産売買
先取特権において、物上代位に基づく差押えに公示機能や対抗要件機能を
担わせること自体に無理があるのではないか、民法304条１項但書による
差押えの趣旨について、抵当権事案である平成10年最判では、差押えを物
上代位権の権利行使要件と理解している（対抗要件は抵当権設定登記とな
る）のに対して、動産売買先取特権事案では差押えが対抗要件の機能も担
うことになり、事案によって民法304条１項但書の差押えについての解釈
が異なるのではないか、などの各種の問題点が存在
(38)
する。平成17年最判と
平成10年最判とでは、債権譲受人との関係で、動産売買先取特権の要保護
性が抵当権のそれよりも低く評価されていないか、そもそも、抵当権事案
では第三債務者保護説で、また、動産売買先取特権事案では優先権保全説
で、というような処理方法でよい
(39)
のかという疑問も呈されている。
(38) 評釈等文献は多数にのぼる。平成17年最判は、動産売買先取特権の物上代位権
の目的債権の譲渡が民法304条１項但書の「払渡し又は引渡し」に当たることを確
認したという理解が少なくない（渡部晃「動産売買先取特権に基づく物上代位権の
行使と目的債権の譲渡（上）」金法1745号20頁ほか）。しかし、この点については、
「論理的な推論の順序として、「払渡し又は引渡し」に債権譲渡が含まれないと考え
て初めて、公示の有無ということを指標として抵当権と動産売買先取特権とに異な
る扱いをするという議論の地平が用意される関係にある」（山野目章夫「動産売買
先取特権に基づく物上代位と目的債権の譲渡」金法1748号49頁）という指摘が重要
と考える。
(39) 川地・前掲論文326頁、327頁。
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３ 裁判例の検討
(１) ?商人間売買」としての動産売買
わが国の国内の商人間売買の特色として、以下の３つを指摘することが
で
(40)
きる。第一に、固定された相手方との継続的取引が中心であることであ
る。第二に、実需に基づく取引（卸売業者の場合は、大量仕入れ・小口販売）
の割合が高いことである。そして、第三に、紛争解決のための規範が何な
のか必ずしもはっきりしないことである。取引の基本約定書があれば、個
別の動産の売買に即した契約書を作成せずに、納品書、売掛台帳、第三債
務者の受領書などから転売の経過を証明するしか方法がないことが多いの
ではないだろうか。「担保権の存在を証する文書」に係わる紛争が多いの
もこの事情によるものと思われる。
これを前提とすると、売主A、買主 B、転買主 Cにおいて、Aが目的
動産を Bに売却し、Bが Cに転売した場合についても、以下のようなケ
ースがありうる。
(ⅰ) 転売先不特定モデル 目的動産は一時 Bが倉庫などで占有し、
後に Cに転売する。Aと Cとの関係は特になく、CがAの存在を当然に
知っているとは限らない。
(ⅱ) 転売先特定モデル 目的動産は Bの指示でAから Cに直送され
ることが多い。各種伝票から CはAの存在を当然に知っている。このバ
リエーションとして、生コンクリートなどの動産であれば、生コンクリー
トメーカーαからAが仕入れ、Cは建築業者βにさらに転売したため、
αからβに直送されることが珍しくない。建築資材の売買では、メーカ
ーから現場に配送されることが最も効率的であるから、このモデルを採用
する必要性は高い。また、大型機械などの据付工事を伴う商品であれば、
(40) 江頭・前掲書４頁以下。
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請負契約が伴うことも多い。メーカー側のスタッフによる設置工事がこれ
また最も効率的であろう。
転売先不特定モデルでは、Bが目的動産を倉庫の在庫商品として管理し
ていれば、仮に、売買代金が未払いとなった場合には、Bの倉庫内の目的
動産を対象として、動産売買先取特権を行使することが可能であり（差押
えにあたっては民事執行法所定の要件充足が必要だから現実問題として容易か
どうかは措くとして）、目的動産が既に Cに引き渡されてしまえば、追及効
が切断されるから、その代償として、転売代金債権に対する物上代位権の
行使が考えられる。商品から仕入れ元が予想できる場合もあるであろう
が、CとしてはAの存在を知りえない場合もありうる。
ところが、転売先特定モデルでは、とりわけ、目的動産がAから Cに
直送されるケースでは、Bが目的動産を占有している状態というものが基
本的に生じないから、Bが占有している目的動産に対する物的な追及効を
及ぼすことがそもそも困難である。したがって、仮に BのAに対する代
金未払いというような事情が生じた場合には、動産売買先取特権に基づく
転売代金債権に対する物上代位権の行使という方法による債権回収の意義
が大きい。目的動産がAから Cに直送されるケースでは、Aの被担保債
権と目的動産ないし転売代金債権との牽連性が極めて高いという特徴が挙
げられる。
(２) 動産売買先取特権に関する裁判例の特徴
動産売買先取特権に関する裁判例は多く
(41)
ない。動産売買先取特権に基づ
く物上代位権行使になんらかの関係があるものとして、以下の
(42)
54件が挙げ
(41) 物上代位に関する裁判例のリストとして、関西法律特許事務所・前掲書（金融
法務事情1107・1108号）233頁では、抵当権事案も含め、大判明治35・７・３民録
８巻７号９頁から名古屋高決昭和60・５・24判タ562号110頁までの53件が収録され
ており有益である。
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られる。一応の分布は知ることができよう。実体法と手続法が交錯する分
野であり、争点が両分野にまたがることも珍しくない。主要な争点によっ
て分類すると（a）から（m）のようになる（原則として件数順）。なお、
このうち、売主から転買人への目的動産の直接引渡しが確認できたのは20
件であ
(43)
った。末尾に目的動産の種類等を付してある。
(a）「担保権の存在を証する文書」が争点となった事案（12件）
① 東京高決昭和60・３・19判時1152号144頁 バルブ
② 名古屋高決昭和60・５・24判タ562号110頁 レトルトカーボン
③ 東京高決昭和60・６・18東高民時報36巻６・７号108頁 医療機器
④ 大阪高決昭和60・８・12判時1169号56頁 石膏ボード
⑤ 大阪高決昭和60・10・2判タ583号95頁 鉄骨
⑥ 大阪高決昭和62・１・26金法1173号48頁 別珍防災幕原反
⑦ 名古屋高決昭和62・６・23判時1244号89頁 鋼材
⑧ 東京高決昭和63・５・23東高民時報39巻５～８号108頁 生コンクリート
⑨ 大阪高決平成12・２・15判時1713号65頁 樽生ビール
? 東京地決平成15・４・28金法1695号109頁 印刷機械部品
? 東京地決昭和61・９・10判時1210号65頁 防水工事資材
? 東京地決平成９・10・７判時1641号91頁 乳製品
(※?・?は売買事実の証明自体がないとされたもの）
(b）債務者破産宣告後の物上代位権の行使の可否（積極２件、消極９件）
① 札幌地決昭和52・７・30判タ360号184頁 重機部品 消極
② 大阪高決昭和54・７・27判時946号57頁 品目不明 消極
③ 大阪高決昭和54・７・27判タ398号112頁 鉄鋼製溝蓋 消極
④ 大阪高決昭和55・３・14判タ421号88頁 ニット原糸 消極
(42) TKCの判例データベースでの検索による。種々の制約があるので該当裁判例
を網羅できているわけではない。なお、脱稿時点では63件と増加している。
(43) (a）８件、（b）０件、（c）４件、（d）２件、（e）３件、（f）０件、（g）１件、
（h）１件、（i）１件、（j）０件、（k）０件、（l）０件の合計20件（54件中）。
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⑤ 大阪高決昭和55・３・17判タ421号90頁 ナイロン・アクリル糸 消極
⑥ 東京地決昭和55・11・14判時1002号108頁 工作機械 消極
⑦ 東京高決昭和56・３・10判タ441号118頁 品目不明 消極
⑧ 東京高決昭和56・３・16判タ441号117頁 品目不明 消極
⑨ 名古屋高決昭和56・８・４判タ459号70頁 ポリラップ 積極
? 大阪高決昭和57・５・18金判653号35頁 品目不明 消極
? 最一小判昭和59・２・２民集38巻３号431頁 工作機械 積極
(?：⑥の上告審）
(c）転売代金債権に対する処分禁止の仮処分の可否（積極１件、消極８件）
① 東京地決昭和59・5・31判タ530号279頁 金物商品 消極
② 大阪地決昭和59・12・18判時1157号124頁 品目不明 消極
③ 東京高決昭和60・１・18判時1142号61頁 品目不明 消極
④ 大阪高決昭和60・２・15判タ1157号123頁 品目不明 積極
⑤ 大阪地決昭和60・４・15判時1173号71頁 機械 消極
⑥ 大阪高決昭和60・６・24判時1173号67頁 鋼製ドライヤー 消極
⑦ 東京地決昭和60・８・16判時1174号71頁 コンクリート製品 消極
⑧ 東京高決昭和60・11・29判時1174号71頁 品目不明 消極
⑨ 広島高決昭和61・６・10判時1200号82頁 品目不明 消極
(d）転売代金債権による被担保債権の代物弁済に対する否認の可否
（積極２件、消極２件）
① 大阪地判昭和48・６・30判時731号60頁 紙製品 積極
② 大阪地判昭和57・８・９判タ483号 建築資材 消極
③ 大阪高判平成６・12・16金判972号14頁 輸入スーツ 消極
④ 最一小判平成９・12・18民集51巻10号4210頁 輸入スーツ 積極
(④：③の上告審）
(e）請負代金債権につき動産の転売代金債権と同視しうる特段の事情の有無
（積極１件、消極３件）
① 大阪高決昭和61・９・16判タ624号176頁 空調室外機 消極
② 最三小判平成10・12・18民集52巻9号2024頁 ターボ圧縮機 積極
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③ 東京地判平成20・３・28判タ1287号267頁 家具・内装工事 消極
④ 東京高判平成20・５・26判タ1287号261頁 家具・内装工事 消極
(f)目的債権につき一般債権者が差押え・仮差押えの執行後における物上代位権行使
の可否（積極１件、消極２件）
① 大阪地判昭和58・５・12民集39巻５号1342頁 造船用溶接資材 消極
② 大阪高判昭和58・10・12民集39巻５号1349頁 造船用溶接資材 消極
③ 最二小判昭和60・７・19民集39巻５号1326頁 造船用溶接資材 積極
(g）物上代位権行使のための仮差押えの方法によることの可否
（消極２件）
① 東京地決昭和59・５・21判タ528号304頁 魔法瓶 消極
② 東京地決平成3・2・13判タ770号208頁 事務用品 消極
(h）目的債権が債権譲渡され対抗要件具備後における物上代位権行使の可否
（消極２件）
① 東京地判平成14・５・17金法1674号116頁 工作機械 消極
② 最三小判平成17・２・22民集59巻２号314頁 品目不明 消極
(i）転売代金債権に対する物上代位権の行使の可否
（積極１件、消極１件）
① 東京高決昭和62・３・４判タ657号249頁 生コンクリート 積極
② 東京地判平成11・２・26金判1076号33頁 生コンクリート 消極
(②は破産管財人の転売代金受領あり）
(j）更正手続開始決定後中止されるべき競売手続には先取特権に基づく債権に対
する担保権の実行も含まれるか（積極２件）
① 東京高決平成９・11・13判時1636号60頁 品目不明 積極
② 東京高決平成10・７・10判タ1003号305頁 食品 積極
(k）動産売買先取特権に基づく物上代位権に対する転買人の相殺の可否
（積極１件）
① 大阪地判平成17・１・27金判1210号４頁 熱交換器 積極
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(l）差押えのない第三債務者からの動産売買先取特権者への弁済は詐害行為になる
か（積極１件、他に（h）①も
(44)
該当）
① 東京高判昭和60・１・24判時1147号96頁 機械・雑貨 積極
(m）その他
(45)
１件
① 東京高決平成６・６・30判時1538号193頁 工作機械
上記の裁判例のなかでは、「担保権の存在を証する文書」が争点となっ
た事案が12件、債務者の破産宣告後に物上代位権の行使の可否が11件、転
売代金債権に対する処分禁止の仮処分の方法による保全の可否が９件と、
動産売買先取特権に基づく物上代位権行使において実務上ネックとなって
いた問題が浮き彫りになっているといえようか。
54裁判例のうち、20件が転売先特定モデルのなかの目的動産直送ケース
であった。原材料、建築資材などは多くの取引がこのパターンに該当する
ものと思われる。機械類の設置を伴う場合にも直送される場合が殆どであ
ろう。このような場合には、動産売買先取特権の被保全権利である目的動
産の代金債権と転売代金債権との牽連性が極めて高いものと考えられる。
(44) 東京地判平成14年５月17日金融法務事情1674号116頁。平成17年最判 (（h)②）
によって、物上代位の目的債権が譲渡され対抗要件が具備された後においては動産
売買先取特権者の物上代位権は行使できないと判示される前の事案である。対抗要
件を備えた債権譲渡が動産売買先取特権に基づく物上代位より優先するという点で
は共通するが、前者では、その上で、債権譲渡自体に詐害性が認められるとして当
該債権譲渡自体を取り消した点で注目される。当該債権の譲受人が破産会社のメイ
ンバンクという事案である。
(45) 債権執行を回避して取立権能のみを債務者代理人が取得した場合、先取特権者
との間では、債権の実体的移転がないとされた事案。
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(３) 動産売買先取特権等に対する牽連性と要保護性
(１) 動産売買先取特権の要保護性
動産売買先取特権は、公示なくして目的動産それ自体に対する物的な追
及効があり、目的動産が転売されて転買人に引き渡されれば、その価値代
償物である転売代金債権に対して同様の効力を及ぼすことが予定されてい
る。このような効力が認められる実質的な根拠として、被担保債権と転売
代金債権との間の牽連性が挙げられる。前述の裁判例からも牽連性が極め
て高いものであることが伺える。したがって、この牽連性を実質的な根拠
として、動産売買先取特権に基づく物上代位権の行使は保護されるべきで
(46)
ある。
民法304条１項但書の「差押えの趣旨」について特定性維持説を取れば、
第三債務者の弁済があれば、転売代金債権は消滅するから、もはや、物上
代位権の行使はできないが、転売代金債権の帰属変更（債権譲渡・転付命
令）に留まっている間は、原則として、物上代位権の行使が可能というべ
きである。なお、債権の帰属の変更という点では、債権譲渡と転付命令の
場合では本質的に異ならないとされるが、既に執行段階に及んでいる転付
命令の場合はもはや物上代位権の行使はできないという見解も十分成立す
る。抵当権事案における
(47)
判例もあり、債権譲渡と転付命令とでは同列には
扱えないように思われる。
(46) 川地教授によれば、商品に対する譲渡担保権に基づく物上代位権の行使とし
て、転売代金債権に対する差押えを認めた最二小決平成11年５月17日民集53巻５号
863頁の判断もこれを裏付けるとされる。すなわち、右事案では、輸入商品購入資
金の融資により貸金債権が発生し、この貸付金による輸入商品の購入であるから、
被担保債権である貸金債権と譲渡担保権の対象である輸入商品との間には牽連性が
あり、転売代金債権は輸入商品の価値代償物であるから、貸金債権と転売代金債権
との間にも牽連性がある。動産売買先取特権に基づく転売代金債権に対する物上代
位と同様の利益状況があるといえる。川地・前掲論文332頁参照。
(47) 最三小判平成14年３月12日民集56巻３号555頁。
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(２) 第三者（債権譲受人）の要保護性
動産売買先取特権に基づき転売代金債権に物上代位権を行使する場合に
もっとも利害が対立するのは物上代位権者と転売代金債権の譲受人であろ
う。動産売買取引の当事者であれば、転売代金債権は動産売買先取特権に
基づく物上代位権という担保的負担のついたものであることは熟知してい
るであろうという前提にたてば、物上代位権の行使は予想して取引に臨ん
でいるはずであるから、担保的負担のついた債権であることは甘受すべき
であることになろう。もっとも、担保的負担のついた債権であることにつ
き善意である譲受人は別途考える必要があるかもしれ
(48)
ない。なお、川地教
授は、債務者の抗弁を「債権に付着した負担」と捉え、先取特権に基づく
物上代位権も債権に付着した負担といえるのであるから、民法468条２項
の類推適用を
(49)
主張され、右構成の正当性は、債権譲渡と相殺の優劣に関す
る
(50)
判例からも導き出すことができるとされている。傾聴に値する見解と思
われる。
なお、債権譲受人としては、動産売買先取特権者は「権利行使要件」た
る差押えをしなければ、第三債務者からの弁済を受領する権限が生じない
から、それまでに第三債務者から弁済を受ければ、仮に、債権譲渡より物
上代位権行使を優先させても特段の不利益は生じない。
(３) 債務者（債権譲渡人）の要保護性
転売代金債権の譲渡人は、もともとの代金未払いのままで目的動産を転
売し、その上に、目的動産の価値代償物である転売代金債権を債権譲受人
に譲渡しているとすれば、動産売買先取特権者の犠牲の上に利益を得よう
とするものでなんら保護に値しない。仮に、物上代位権行使を債権譲渡よ
(48) 今中利昭弁護士の見解参照。関西法律特許事務所編・前掲書187頁。なお、民
法333条の「第三取得者」に悪意者を含めることの適否という問題については、山
野目章夫「法定担保論史」（水本浩・平井一雄編『日本民法学説史・各論』（信山
社、1997年）135頁）が貴重である。
(49) 川地・前掲論文334頁。
(50) 最一小判昭和50年12月８日民集29巻２号1864頁。
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り優先させても、転売代金債権の譲渡人はなんら不当な不利益を被ること
がない。むしろ、詐害的な債権譲渡が行われる（平成17年最判のケースもそ
の疑いが濃い）場合における抑止機能も果たすことができる。
(４) 小括
動産売買先取特権に基づく物上代位権行使の効力の問題は、つまるとこ
ろ、その優先弁済的効力の根源は何かということであり、それは被担保債
権である売主の代金債権と売買目的物である動産との間の牽連性に求めら
れるはずである。公示方法は存在しないが、動産売買先取特権の要保護性
は極めて高いと思われる。そして、このことは、動産売買先取特権をめぐ
る紛争の殆どが商人間の売買であるという構造をもち、実際の裁判例にお
ける取引の実態からも、被担保債権と目的動産ないし転売代金債権との牽
連性の強さが伺われたのではないかと考える。
４ むすびにかえて
民法304条１項但書の「差押えの趣旨」について、抵当権事案と動産売
買先取特権事案において解釈の統一を図るべきか否かが問題となる。抵当
権事案では実質的な対抗要件機能を別規範に委ねるという判例の方向性に
合わせるならば、優先権保全説では、まさに対抗要件として機能している
右「差押え」について、動産売買先取特権者が第三債務者から目的債権の
優先弁済を受けるために、その弁済受領権限を得るための要件、すなわ
ち、「権利行使要件」として理解することが考えられる。少なくとも、動
産売買先取特権に基づく物上代位権の行使ではそのように理解することが
のぞましい。もっとも、抵当権事案と動産売買先取特権事案とでは、制度
や実態が相当異なっており、民法304条１項但書の「差押えの趣旨」を統
一して解釈すべきかどうかは疑問である。
このほかに、まだ検討を尽くすことのできなかった問題が多く残されて
動産売買先取特権の物上代位に関する一考察（村田) 585
いる。他日を期したい。
最後に、このたびめでたく古稀・停年退職を迎えられる島田征夫先生に
は、筆者が法学部４年の折に国際法ゼミナールに所属させていただいた以
来のご縁である。大学院に進学後は民事法学を専攻するようになったが、
先生には引き続き温かい励ましを賜った。ここに深く感謝の意を表すると
ともに、先生のますますのご健勝とご活躍を祈念して、筆を擱くこととす
る。
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